
 

 

１．はじめに 

平成18年にまちづくり三法が改正され、郊外への大型店

舗の出店コントロールや中心市街地の活性化に取り組むこ

となった。特に都市計画法改正の主な点は以下のとおりで

ある（１）：①用途地域による規制を厳格化し、大規模集客施

設は、原則、商業地域、近隣商業地域、準工業地域のみ立

地可能とする。更に、準工業地域については、地方都市に

おいて原則として特別用途地域を指定し、大規模集客施設

の立地を抑制する、②市街化調整区域内の開発許可制度を

見直し、現行の一定の条件を満たす大規模開発を例外的に

許可する規定を廃止する、③未線引き白地地域や準都市計

画区域内で用途地域が定められていない地域においては、

原則、大規模集客施設が立地できないよう規制する、④広

域調整の仕組みを整備し、市町村の用途変更に対し、都道

府県が広域的な視点から望ましい立地を調整できるような

仕組みを整備する。この中で、広域的な仕組みによる立地

コントロールを考えた場合、2 つの視点が重要である（２）。

一つは、広域的な影響を与える恐れのある場所に立地する

ことを抑制すること、二つには立地することが望ましいポ

ジティブな効果である。要は、コストとベネフィットの微

妙なバランスの上で総合的に判断するということである。

この場合、広域的な視点からどのような地域ビジョンを描

いているか、望ましい地域の都市構造とは何かということ

が根幹にあり、それをもって広域行政機関が調整にあたる

という仕組みが求められる。 

商業系立地コントロールに関する開発許可運用基準の問

題点を指摘した既往研究は、都市計画法（以下、法）34条

10号ロにおける運用基準の問題を明らかにした研究や、法

34条1号運用基準における同業種間の距離要件と支持世帯

数等の問題や法34条8号運用基準における前面道路の有効

幅員の問題などがある。それらを踏まえて、北崎(2006)ら

は都市計画法34条1号及び8号運用基準によるコントロー

ル手法を対象として全国の開発許可運用基準の比較と運用

状況を分析している。結論として、都市特性や開発規模に

対応したコントロール手法の必要性を論じている。一方、

山田(2006)らは、まちづくり条例を通じた大規模コントロ

ールの実態を分析している。特に、開発コントロールにお

ける自治体マスタープランの運用に関して検証している。

先に述べたように、その影響が広域に及ぶ開発コントロー

ルのあり方、地域特性を反映した地域ビジョンに基づく判

断が重要であり、その場合、各自治体の計画と広域計画と

の整合性や調整の問題が浮かび上がってくる。 

そこで本論文では、米国における大規模開発コントロー

ルを事例として、開発審査における広域計画の位置づけに

着目して考察していく。米国の都市は日本に比べ低密度で、

郊外部に大規模商業業務施設が乱立している印象がある。

実態としてはそれに近いものの、開発コントロールが極め

て緩いかというと一概には言えない。渋谷(2007)が言うよ

うに、逆にゾーニングなどの基本となる規制を厳しくし、

開発許可手続きの中でコントロールしている例も見られる。

本論で対象とするのはジョージア州アトランタ都市圏であ

る。アトランタ都市圏は全米で最もスプロールが進行して

いる都市といわれ低密度な市街化が広がっている。一方で、

ジョージア州の計画制度には、DRI(Development Regional 

Impact)（３）と称される大規模開発コントロール手法が導入

されており、州内に設置されている18の広域計画機関を中

心として開発規制が行われている。参考文献7)にもあるよ

うに、米国の州計画体系と連動してDRIを運用している例

としてフロリダ州がある。ジョージア州の場合、広域計画

機関を中心として運用されているところが特徴的である。 
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２．研究の方法 

 本研究では、アトランタ都市圏を含む地域の広域計画

機関である ARC(Atlanta Regional Commission) に持ち

込まれたDRI申請の中で、2002年から2007年の5ヶ年

間の案件の内、74件を分析対象として考察していく（４）。

最初に、ジョージア州の州計画制度とDRIとの関係を整

理し、審査手続きにおける広域計画および自治体計画の

位置づけを明らかにする。次に、個別案件の審査報告書

を基に広域計画、自治体計画との整合性判断における

the best interest of the State（５）の捉え方を考察し

ていく。 

 

３．州計画制度とDRI 

３．１ 州計画制度 

 州計画制度とDRI との関係を整理し、DRI 審査システム

における計画の位置付けを確認する。図1に州計画体系を

示す。3つのレベルからなり、州レベルではDepartment of 

Community Affair(DCA)が、広域レベルでは Regional 

Development Center(RDC)が、コミュニティレベルでは郡と

市がその運用に当たる。構造としては、州が広域計画及び

自治体計画において定めるべき事項(Minimum Standards 

and Procedures for Regional Planning(MSPRP)、Minimum 

Standards and Procedures for Local Comprehensive 

Planning(MSPLCP))を示し、それに沿ってRDC、郡および市

が各々の総合計画を定める。この計画策定に関する諸手続

きが州計画体系の根幹であるが、これはあくまでガイドラ

インに過ぎず、諸手続きに沿って計画策定するかどうかは

自治体の判断による。 

 表1に自治体計画に関するMSPCLPの基準を示す。計画目

標を定め、その実施手段として3つの段階を踏み、各項目

の具体的内容を決めていく。人口予測に基づき、それを空

間的に配置する際、保全・保護する地域を定め、成長区域

を土地利用の中で定めていく。更に、それらを支えるイン

フラ整備水準とその財源を総合計画の目標との関連で決め

ていく仕組みとなっている。図2にMSPCLPのフローを示す。

この中で重要な役割を果たすのが広域計画機関である RDC

であり、各自治体から提出された総合計画を関係機関との

間で調整する役割を担う。図に示すとおり、承認に関して

最終的に判断するのはDCAであるが、その決定はRDCの意

州レベル：Department of Community Affairs

コミュニティーレベル：City (510), County (159)

MSPRP

MSPLCP

広域レベル：Regional Development Centers (16)

広域計画

自治体計画

＊：括弧内の数字は広域機関及び自治体数

図1 ジョージア州の州計画体系 

表1  MSPCLP の基準 

・計画にそった土地開発規制

・公共投資計画

・計画実施とその財源

●　土地利用

住宅/商業/業務/公共施設/交通、コミュニケーション施設/公園、レクリェーション、保全地域/農業、
林業/その他

計画目標

計画の項目

●　自然資源、歴史的資源の保護に関して

公共上水源/地下集水域/湿地帯/保護の必要と認められる山林および河川/海浜資源/氾濫区域/土壌/傾
斜地/農林地/動植物保護地域/公園、レクリェーション、保全地域/景観地域/歴史的資源

●　住宅
住戸タイプ/住宅建築年数/所有者、賃貸者、所得階層別/住宅価格、賃貸価格

●　公共施設、公共サービス

交通ネットワーク/上水供給および処理/下水汚染処理/固形汚物処理/公共安全/病院および公衆衛生施
設/レクリェーション/行政施設/教育施設/図書館などの文化施設

2）目標実現に結びつく方針

3）短期実施プログラム

●　人口（20年予測）
総人口/年齢構成/人種構成/世帯数/教育レベル/所得階層別

●　経済開発
経済基盤/労働人口/地域経済開発資源

3段階計画プロセス
(three-step planning

processes)

●　経済開発に関して

●　自然資源、歴史的資源の保護に関して

●　コミュニティ施設、サービスに関して

●　アフォーダブル住宅に関して

●　土地利用

1．都市調査及ぶ分析

2．計画に記載されるべき項目と目標

3．実施戦略

1）20年間にわたる実施戦略
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見書に従うところが大きい。 

 このようにジョージア州の仕組みはBottom-up型といえ

る。自治体がMSPLCPに沿って総合計画、土地利用規制を定

め、それを広域計画機関であるRDCが、１）MSPCLPに沿っ

ているか、２）周辺自治体が定める総合計画との調整が取

れているか、についてレビューする。次に、RDC が MSPRP

に沿って広域計画を定め、DCA がレビューしたのち、最終

的に州計画を策定する。 

 州計画体系の一般的な仕組みは、州が州計画目標または

州総合計画を定め、それに整合する形で自治体計画、広域

計画が定められる。しかし、ジョージア州の場合は、州計

画目標ですら州計画法(State Planning Act)の中で記され

ておらず、MSPRPやMSPLCPにおいて、計画目標として定め

るべき項目と策定ガイドラインが記されているにすぎない。

州が計画策定の基準とそのプロセスを示すにとどまってお

り、極めて手続きに重点を置いたしくみといえる。問題な

のは、このようなガイドランを示すにとどまっているため、

第4章で述べるようにDRI審査にかかわる部分で自治体計

画と広域計画との間で不整合が生じてくることである。 

 

３．２ DRI 

 DRI の目的は、その影響が広域に及ぶ開発、または一自

治体を超えて広がる開発の規制である。図3にDRIの審査

手続きのフローを示す。開発行為がDRI審査の適用となる

か否かは、19の開発タイプについて、人口規模に応じて分

けた2つのエリア（大都市圏とその他の地域）ごとの閾値

(thresholds)と、開発行為によるインフラ需要（電気、ガ

ス、水、廃棄物、交通）に照らし合わせて決められる。人

口規模に応じて分ける根拠は、過去の行為とインフラへの

負荷の程度、および地域毎のインフラキャパシティーに基

づいている。DRI 審査の適用と判断された場合、開発者は

当該自治体に開発行為審査請求(Request for Review Form)

を提出し、RDC、他の広域機関、関係自治体、州内の連邦機

関等により影響に関する審査が行われる。審査は、インフ

ラへの負荷等の負の効果と、地域経済への波及効果の両面

よりなされる。その視点としては、1）自然環境、２）地域

経済、３）上下水道、４）公共交通、５）住宅などがある。

最終的に、当該自治体による審査結果、関係自治体および

機関の意見書等に基づき、RDC が地域のみならず州全体の

利益(the best interest of the State)に照らし合わせて

判断がなされる。その際のいくつかの観点としては、１）

その自治体の総合計画に沿っているか、２）関係自治体の

市、郡による公聴会の開催

総合計画の草案作成

市、郡による公聴会の開催

広域計画機関であるRDC (Regional Development 
Center) への総合計画の提出

RDCによる関係機関への通知。関係機関は下記の通り。
１）影響を受ける地域内の市、郡
２）RDCの管轄外であっても当該自治体と行政界を

接する自治体
３）2）の自治体が属するRDC
４）州計画機関
５）関係する連邦機関

RDCによる公聴会の開催

RDCによる自治体総合計画のレビュー及び州計画機関
への意見書の提出

州計画機関による整合性の判断

不
整
合
と
判
断
さ
れ
た
場
合

図2  MSPCLP のフロー 

開発審査請求書の提出

当該自治体による閾値に照らし合わせての審査
（19のタイプ、2地域別）

当該自治体がRDCに開発審査請求書を送付

RDCによるDRI審査

RDCによる関係機関への通知。関係機関は下記の通り。
１）RDC管轄内の全自治体
２）RDCの管轄外であっても当該自治体と行政界を

接する自治体
３）2）の自治体が属するRDC
４）州計画機関およびその他の関係機関
５）関係する連邦機関

RDCによる公聴会の開催

RDCによるDRI許可判断

 
図3  DRIの審査手続きフロー 
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総合計画に沿っているか、３）開発行為により急激な人

口増加、インフラ負荷につながらないか、４）雇用の創

出等の地域経済への波及効果および税収等の財政への影

響、などがある。 

 上記のような手続きの中で重要なポイントは、最終的

な判断が下される場合のthe best interest of the State

の考え方である。何をもって、どのような状況の場合、

the best interest of the State と判断されるのかを、

次章以下、具体的審査事例を通じて考察していく。 

 

４．DRI審査事例分析 

 図4に2002年から2007年にかけてアトランタ市を含

む 広 域 計 画 機 関 で あ る Atlanta Regional 

Commission(ARC)に持ち込まれた DRI 審査対象プロジェ

クトの種類別内訳を示す。分析対象である74件の内、複

合用途(mixed use)が全体の約7割を占めている。続いて

産業系、住宅系となっている。複合用途の申請が多い理

由としては、ARC が策定した地域計画である Regional 

Development Plan(RDP)において拠点形成型市街地整備

をめざしていることが背景にあると考えられる。 

第3章でも述べたように、DRI 審査には閾値が設けら

れている。この閾値に照らし合わせてthe best interest 

of the Stateかどうかが判断されるわけであるが、その

根拠となる審査報告書には、関係機関の計画との整合性

や経済、環境、インフラなどの観点からみた評価指標に

関する審査項目が設定されている。本論文では、その中

から以下の2つの点に着目し評価結果を分析する：１）自

治体計画およびRDPとの整合性、２）開発事業のインパク

ト。 

DRI 審査対象となる開発事業（以下、DRI 開発）がbest 

interest of stateかどうかという判断は、DRI開発が当該

自治体の総合計画及びARC が策定した広域計画であるRDP

に整合しているかどうかに関係してくる。具体的には、開

発事業の内容が計画ビジョンに合致した内容であるかどう

かという判断である。自治体計画、RDP という二つの計画

に対する整合、不整合に関して考えられる組み合わせを図

5 に示す。問題となるのは、どちらか一方に整合し、もう

一方に不整合という組み合わせである。自治体にとっては

独自の計画ビジョンの実現につながる内容であっても RDP

という広域的観点からは公益に反するというケースと、そ

の逆の自治体計画には不整合でも広域レベルの便益向上に

つながるというケースである。本論では、この2つのケー

スに該当するDRI開発を抽出して分析する。 

もう一つの観点はDRI開発のインパクトである。具体的

には、計画の整合性という観点から抽出した先に抽出した

2 つのケースに該当する事例とそれ以外の事例（自治体計

画とRDPの両方に整合する）について、計画への整合・不

整合判断の背景をインパクト指標の有意性を検証すること

を通じて考察する。これら2つの観点に基づき、以下の手

順で分析を進める。 

① 計画への整合・不整合 

分析対象74件のうち、自治体計画ならびにRDP共に整合

していると判断されたものが56件、自治体計画には不整合、

RDPには整合と判断されたものが18件あった。図5でいえ

ば、Ⅰに該当するのが56件、Ⅲに該当するのが18件であ

る。Ⅱ、Ⅳに該当するDRI開発は無かった。Ⅲに該当する

事例とは、開発が行われるエリアの当該自治体計画、特に

ゾーニング指定と整合しない用途である一方で、RDP の地

域ビジョンとは整合しているというケースである。すなわ

ち、広域的観点からは望ましいと判断された事例である。 

② インパクト指標による検証 

 Ⅰに該当する18件とⅢに該当する56件の内、開発面積

の情報が欠損している2件（Ⅰ、Ⅲ各1件づつ）を除く案

件について、表2に示した6つの指標を用いて差異の有意

性を検証し、開発事業の内容に違いがあるかを考察する。

この6つは、審査報告書に記載されているチェック項目で

ある。考え方としては、ⅠとⅢとの違いは自治体計画に整

合しているか、していないかという違いであり、インパク

ト指標から考察する観点としては、自治体にとってメリッ

トがある開発事業か否かという点である。ベネフィットと

しては経済的な面、すなわち不動産価値の向上(EVB)や税収

の増加(ETAX)を用い、コストとしては既存インフラへの負

荷、すなわち上水(WS)、下水(SW)、廃棄物(WD)、交通量の

増加(TG)という指標から見てみる。二つのグループの平均

複合用

途, 

69%

産業系, 

12%

住居系, 

13%

商業系, 

1%
オフィス

系, 5%

図4  DRI 審査対象プロジェクトの種類別内訳 

 

整合 不整合

整合 Ⅰ Ⅱ

不整合 Ⅲ Ⅳ

広域計画

自
治
体
計
画

 
図5 自治体計画、RDP の整合、不整合の組み合わせ
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値の差の検定(T 検定)結果を見ると、5%有意水準をクリア

したのは不動産価値の向上(EVB)だけであり、残りの5つの

指標についてはふたつのグループの間で有意差は認められ

なかった。確かに、EVB の値を見るかぎり自治体計画に整

合しているグループの方がより高い値を示しており、当該

自治体にとって不動産価値という点ではメリットがあると

判断できる。しかし、他の指標、特に税収の増加(ETAX)な

どはほとんど有意差がなく、コストの面でも同様の結果と

なっている。したがって、インパクト指標から見る限り、

自治体計画との不整合判断の根拠としては確認できない。 

③ 計画内容から見る詳細分析 

次にⅢに該当する18件について、具体的な計画内容より

表2 6つの指標からみた差異の有意性 

カテゴリー 案件数 平均値 有意性

Ⅰ 55 26.87

Ⅲ 17 9.26

Ⅰ 55 0.69

Ⅲ 17 0.65

Ⅰ 55 0.04

Ⅲ 17 0.01

Ⅰ 55 0.03

Ⅲ 17 0.01

Ⅰ 55 771.65

Ⅲ 17 521.50

Ⅰ 55 344.44

Ⅲ 17 118.89

注）＊（5％有意）、＊＊（10％有意）

*

**

**

不動産価値(EVB)
(million $ per acre)

税収(ETAX)
(millon $ per acre)

上水(WS)
(millon of gallons per day per
acre)

下水(WD)
(millon of gallons per day per
acre)

交通量(TG)
(vehicle trips per day per acre)

廃棄物(SW)
(tons per acre)

 
 

表3 自治体計画および広域計画(RDP)における用途指定およびRDPにおける開発エリアの位置づけ 

プロジェクト名 自治体計画での指定用途 プロジェクトの提案用途 広域計画(RDP)における位置付け

1033 Jefferson Street 工業系 複合用途
Upper Westside LCIの指定地域であり、住商が混在
するコンパクトな開発地域

Cascade Acres 教育施設系 住宅
既に周辺地域では業務、商業、工業系開発が広がって
おり、住宅開発により職住近接型の市街化地域

Collier Road Redevelopment 工業系 複合用途 Urban neighborhood として住商混在型開発地域

East Medinah Village 重工業系 複合用途 住商混在型の開発地域

Huff Road Assemblage 工業系 複合用途
Upper Westside LCIの指定地域であり、住商が混在
するコンパクトな開発地域。特に近隣商業施設の整備
によるUrban neighborhoodとしての位置付け。

Johns Creek Walk II 農業系 複合用途 郊外型の職住商近接型のコンパクトな開発地域

Lakeside Golf Course
Redevelopment

農業系 複合用途 主として近隣商業施設を含む大型住宅開発地域。

Northeast Atlanta Beltline 農業系 複合用途 住商混在型の開発地域

Oakmont (Oakhurst) 工業系 住宅
近隣商業施設の整備によるUrban neighborhoodと
して開発

Perry Village 複合用途（低密度な住宅商業系）
複合用途（高密度な住宅商業
系）

Bolton / Moove's Mill LCIの指定地域であり、高密
度開発による職住商の近接型開発地域

Piazza at Paces 業務系、住居系 複合用途 職住商の近接型開発地域

Piazza at Paces 211 220 業務系、住居系 複合用途 職住商の近接型開発地域

Riverside Park 工業系、戸建住居系 複合用途
Sandtown LCIの指定地域であり、職住近接型開発地
域

The Schultz-Butner Road Tract
Development

農業系 複合用途 住商混在型の開発地域

The Forum at Alpharetta Mixed-
Use Development

業務工業系 複合用途 職住商の近接型開発地域

The Reserve at Cranbrook
複合用途（低中密度な住宅商業
系）

複合用途（高密度な住宅商業
系）

高密度開発による職住商の近接型開発地域

Twin Lakes 農業系、住居系 複合用途 住商混在型の開発地域

Village at Chosewood Park 工業系
複合用途（高密度な業務住宅
商業系）

職住商の近接型高密度開発地域
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その特徴を考察する。表3は、自治体計画およびRDPにお

ける用途指定、RDP における開発エリアの位置づけを整理

したものである。DRI開発が指定する用途の内、18件中17

件が複合用途となっている。RDP での位置づけを見ると職

住近接型の開発形態や既に住宅開発がありその近隣に商業

業務系の複合開発を提案する内容がほとんどである。すな

わち、DRI 開発はRDP が目指すコンパクト市街地形成を実

現する手段として位置づけられていると判断できる。特に、

RDPの中で、Livable Community Initiative(LCI)（６）やUrban 

Neighborhood（７）というコンセプトが適用されている地区

は、高密度開発による市街地整備をめざしており、DRI 開

発がその核となるプロジェクトとして位置づけられている。

つまり、Ⅲに該当すると判断された事例は、広域的観点か

らコンパクトな市街地形成をめざすRDPのビジョンと合致

するものといえる。表3で挙げた18件の最終的判断をみる

と、結果的に自治体計画における用途指定を変更すること

でRDPに整合させている。つまり、自治体計画との不整合

を広域計画でオーバーライトする形で判断が下されている

といえる。 

 

５．まとめ 

 本論では、影響が広域に及ぶ開発の審査手続きにおける

広域計画と自治体計画の位置づけについて考察してきた。

アトランタ都市圏を含む広域圏における事例分析から以下

の知見が得られた：１）自治体計画との整合・不整合の違

いは、インパクト指標の有意差からは確認できなかった。

２）DRI は広域計画であるRDP のめざすコンパクトな市街

地形成の実現手段として活用されている一面もある。また、

結果的に自治体計画の用途変更をもってRDPとの整合が図

れている。 

 大規模開発審査の場合、重要なポイントとしてthe best 

interest of the State、すなわち州の利益につながるかど

うかの判断があり、その根拠となるのが広域計画に基づく

地域ビジョンといえる。DRI 審査では、その審査基準とし

て広域計画/自治体計画との整合性があり、地域ビジョンに

合致したDRI開発をthe best interest of the Stateと判

断している。同時に、DRI を通して自治体計画を広域計画

に整合させる仕組みも結果的に達成される仕掛けもみてと

れた。大規模開発をネガティブな捉え方をするのではなく、

職住近接型の都市構造への転換をめざす地域ビジョンを実

現する手段として活用しているといえよう。 

 今後の研究課題としては、個別のDRI開発のその後をフ

ォローし、地域ビジョン実現への貢献度を評価することが

考えられる。 
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【補注】 

（１） （財）都市計画協会編集（2007）、『コンパクトなまちづくり』、

ぎょうせい を参照した。 

（２） 渋谷和久（2007）、「まちづくり三法の見直しとコンパクトなま

ちづくり」、『コンパクトなまちづくり』（（財）都市計画協会編）、

ぎょうせい、pp.24-25 を参照。 

（３） 本論も述べているように、いわゆる大規模開発規制のことで、

インパクトが広範囲に及ぶ開発コントロールを意味する。同様

な規制がフロリダなど他州でも見られ、名称が異なる形で実施

している州もある。 

（４） 本調査を開始し時期が2007年であったため、その時点から直近

の5年間の案件を対象とした。実際には84件あったが、定量デ

ータによる比較分析に必要な情報が欠けている10件については

分析から除外した。案件資料及びデータは、2007年、2008年に

かけて実施した ARC でのインタビュー調査を通して入手した。

DRI 審査に関しては、州計画機関である DCA のもとで実施する

ARC の他に、交通の面から審査する GRATA(Georgia Regional 

Transportation Agency)が担当する制度もある。本論文では、

広域計画との関連よりARCのみを対象とした。 

（５） the best interest of the State、いわゆる、州益（公益）と

なるかどうかの判断の意味である。 

（６） ARCの広域計画であるRDPに盛り込まれているコンセプトで、複

合用途、公共交通へのアクセス確保、歩いて暮らせる居住環境、

コミュニティーのつながり、などを目標としている。州や連邦

による助成制度とも連動して実現が図られている 

（７） Livable Community Initiativeと同じような位置づけであるが、

更に範囲を絞った形でのコンパクトな居住環境の整備をめざし

ている。 
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